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技術試験衛星9号機による
次世代ハイスループット衛星の
通信技術確立に向けた取組み
Activity to Establish Communications Technology on Next Generation High Throughput Satellite
by the Engineering Test Satellite 9

三浦 周 久保岡俊宏 坂井英一

1．ま え が き

近年，衛星通信分野ではハイスループット衛星
（HTS : High Throughput Satellite）による通信容量の大
容量化が進んでいる(1)．次世代の HTS では，通信容量
の効率的利用や更なる大容量化が課題である．そこで，
我が国では技術試験衛星 9号機による実証プロジェクト
でその一部を実証することを目指している．本稿では，
HTS の現状と次世代HTS の通信における技術課題を述
べるとともに，技術試験衛星 9号機による宇宙実証に向
けた研究開発の取組を報告する．

2．ハイスループット衛星

典型的な HTS は，ビット単価の低減を目的として大
容量化のために①Ka バンド等の高周波数帯を用いた広
帯域の確保，② 100 ビーム級のマルチビーム化と周波数
再利用による周波数利用効率の向上，③多数のゲート
ウェイ局(用語)によるフィーダリンク(用語)の大容量化，を
特徴とする．サービスエリアを細かく分割するほど通信

容量を向上できるため，HTS ではスポットビームを多
数照射するマルチビームを適用している．典型的な
HTS はビーム数が 80～100 ビーム級，トータルスルー
プットが数十～100 Gbit/s 程度である(2)．また，次世代
HTS として，1,000 ビーム級，1 Tbit/s 級の衛星システ
ムが検討されている(3)．HTS へフレキシビリティを導
入するための検討も行われている．加えて，更なる大容
量化に向け，フィーダリンクへの Q/V バンドと光通信
の導入が検討され始めている．
HTS のユースケースとしては，航空機，船舶といっ

た移動体向けのブロードバンド通信の需要が高まってい
る．機内の乗客・乗員向けブロードバンド通信サービ
ス，海洋資源調査のための大容量のデータ伝送といった
高速通信のほか，運行管理情報（オートパイロットや機
体のヘルスチェック）の伝送，自動管制や自律航行のた
めの制御情報の伝送など，M2M（Machine to Ma-
chine）/IoT（Internet of Things）利用も考えられる．
地上通信では，災害時の臨時回線や通信事業者のバック
ホール回線としての利用や，農業・インフラ監視等のセ
ンサ情報収集など M2M/IoT の利用が考えられる．加
えて最近，HTS による衛星系の大容量化を背景として，
地上系の 5G と衛星系を統合する議論が欧州を中心に進
んでおり，研究開発や 3GPP（Third Generation Part-
nership Project）での標準化が進展している(4)．

3．次世代HTSの技術課題

従来の HTS は，マルチビームの各ビームに対する通
信容量の割当が固定的であることから，運用期間中の通
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信要求の要求帯域や利用地域等の変化に対応できず，通
信容量の不足や無駄が発生することが課題である．そこ
で次世代 HTS には，通信資源を効率的に利用するため
の衛星中継器のフレキシブル化が鍵となる（ディジタル
チャネライザ，ディジタルビームフォーミング（DBF :
Digital Beam Forming），ビームホッピング等）．また，
従来の HTS は Ka バンドの利用が中心であるが，より
高周波帯のQ/V バンドを含め国際電気通信連合（ITU :
International Telecommunication Union）への軌道・周
波数の申請が多数行われており，将来的な電波資源の枯
渇を踏まえた大容量化が課題である．そこで次世代
HTS には，電波に比べ本質的に飛躍的な大容量化が可
能となる光通信を特に大容量化が必要なフィーダリンク
に利用する技術が鍵となる．

4．技術試験衛星 9号機による研究開発の取組み

我が国では，宇宙基本計画（平成 28 年 4 月閣議決
定）(5)において，技術試験衛星 9号機の 2021 年度を目途

とする打上げが明記され，次期技術試験衛星に関する検
討会(6)で次世代衛星バス及び通信ミッションの技術的な
検討が行われた．その結果，前述した HTS の動向を踏
まえ次世代の通信ミッション技術としてKa バンドと光
通信による衛星通信の大容量化とチャネライザ／DBF
技術による衛星通信のフレキシブル化を主眼とした通信
ミッションを開発目標とすることが結論付けられた．こ
れを受けて文部科学省／宇宙航空研究開発機構が次世代
衛星バス，総務省／情報通信研究機構が通信ミッション
の開発を推進している．図 1に通信ミッションの概要を
示す．固定ビーム系通信ミッションとして広帯域チャネ
ライザ技術とマルチビーム給電部の技術を中心とした開
発(7)，可変ビーム系通信ミッションとして広帯域 DBF
技術の研究開発(8)，光フィーダリンク系通信ミッション
として光衛星通信技術の研究開発(9)，このほかにビーコ
ン送信等を目的とした共通部の開発(10)を推進している．
以下に，各通信ミッションの研究開発の取組を述べる．

4.1 ディジタルチャネライザ・マルチビーム
図 2 に示すように，従来の HTS においては，マルチ

ビームを構成する各ビームに割り当てられる周波数割当
は固定であり，トラヒック要求の変化に対応できないこ
とが課題である．ディジタルチャネライザとは，ディジ
タル信号処理によって入出力ポート間の接続関係や各
ポートへの周波数割当を柔軟に変更できる中継器技術で
ある．ディジタルチャネライザによって各ビームへの柔
軟な周波数割当を行うことで，周波数利用効率を改善す
ることが可能となる．技術試験衛星 9号機では，次世代
衛星通信システムの目標として固定マルチビーム（100
ビーム級）で大容量（100 Gbit/s 級）を実現すること，
フレキシリビリティ確保による通信・サービス品質の向
上のため広帯域（数 GHz 幅）を対象に周波数の可変化
を実施すること，また，多数のビーム搭載を可能とする
ため，アンテナ給電系の小型・軽量・高密度実装等を実
現することを目標とした．これを受け，コア技術の実証
目標として 5 ビーム（フィーダリンク 2 ビーム），ポー
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■ 用 語 解 説
ゲートウェイ局 衛星通信において，衛星と地上ネット
ワークの間の関門となる地球局のこと．
フィーダリンク 衛星通信において，ユーザ局─衛星間

の通信回線（ユーザリンク）の信号を地上ネットワークに伝
送するための，衛星─ゲートウェイ局間の通信回線のこと．
呼損 ユーザ局からの通信の接続要求が通らず，通信回
線が確立しないこと．通信容量を超える接続要求は呼損とな
る．
APAA 複数の素子アンテナで構成されるアレーアンテ
ナの一種．各素子アンテナの信号の位相をアナログ移相器で
変更することで指向性を電子的に走査する．
サイトダイバーシチ 複数の接続先を用意しておき常に

回線条件の良い接続先に切り換えて通信を継続させる技術．
補償光学 天文学の分野で大気揺らぎにより劣化した天
体の像質を光学系の鏡面形状を変形させて改善する技術．光
通信への応用では信号品質の改善が期待される．

■

図 1 技術試験衛星 9号機通信ミッションの概要（次期技術試験衛星に関する検討会資料から抜粋して改変）



ト当り帯域幅 250 MHz の帯域可変機能，伝送速度最大
100 Mbit/s を目標とし，平成 28～令和元年度にて総務
省委託研究「ニーズに合わせて通信容量や利用地域を柔
軟に変更可能なハイスループット衛星通信システム技術
の研究開発」にて研究開発を実施している．
ディジタルチャネライザに関しては，広帯域化に伴う

ディジタルデバイスの信号処理量の増加による発熱量の
増加ときょう体内の高速データ伝送に対応するため，低
消費電力化アルゴリズムの開発，及びきょう体内の高速
データ伝送のための高効率排熱技術の開発を行ってい
る．マルチビーム給電部については，高密度なビーム配
列を実現するため，小型一体化技術のための各コンポー
ネントの加工，組立方法及び回路構成の最適化検討を実
施し，回路構造の一体化を行っている．ディジタルチャ
ネライザ・マルチビーム給電部は，令和元年度に衛星搭
載ペイロードとして完成し，その後別途開発中の技術試
験衛星 9号機に搭載され，軌道上実証試験に供すること
を予定している．

4.2 DBF
通信エリアをユーザ局の位置・配置に合わせて柔軟に

変更することが可能な，複数のビームを形成するロケー
ションフレキシビリティ技術については，従来技術で最
も適用例が多い機械駆動の反射鏡方式から，電子走査
ア ン テ ナ で あ る APAA（Active Phased Array
Antenna）(用語)方式，更には DBF 方式への移行が期待さ
れている．DBF とは，ディジタル信号処理によって
ビームの走査やビーム形状の変更，複数ビームの同時形
成を行うビーム形成技術である．電子走査アンテナを適
用した通信衛星としては Ka バンドのきずな（WINDS）
の例があるが，DBFではなくアナログのAPAAにより

実現している．同様のアナログAPAAの例として，Ku
バンドのQUANTUMの計画が欧州で進行中である．
DBF 技術は既にレーダや L/S バンドの狭帯域の通信
衛星では実用化されているものの，広帯域通信衛星では
必ずしも実用化の域に達しているとは言えない．Ka バ
ンドの広帯域 HTS に DBF 技術を適用するための技術
課題の一例として，広帯域化に伴い帯域内偏差が大きく
なるため，帯域内の端と端のチャネルで異なる最適なア
レー励振係数を生成するなど，偏差を補正する技術の必
要性が挙げられる．そのほかにも，商用通信衛星への
DBF 技術の適用には，必要電力や搭載重量等衛星本体
へのリソース要求及びコストを考慮する必要がある．そ
のため，将来実用化に向け HTS としての高データ伝送
性能を確保しつつ，商用衛星搭載が可能となるアンテナ
実装方式を選定し技術開発を行う必要がある．
以上を踏まえ，将来の商用衛星通信での適用を目指

し，コア技術の実証目標として 2ビーム，ビーム当り帯
域幅 125 MHz のビーム可変機能，伝送速度最大
100 Mbit/s を目標とし，平成 29～令和元年度にて総務
省委託研究「Ka 帯広帯域デジタルビームフォーミング
機能による周波数利用高効率化技術の研究開発」が現在
進行中である．この研究開発プロジェクトは，「課題
ア：全体構成検討・総合評価」「課題イ：DBF プロセッ
サ部の開発」「課題ウ：アンテナ・RF 部の開発」の三
つの課題により構成されている．図 3に，これら研究開
発における各課題のイメージ図を示す．衛星通信システ
ム検討から，各衛星搭載機器の開発，全体システム評価
までをカバーしており，令和元年度に衛星搭載ペイロー
ドとして完成する予定である．その後別途開発中の技術
試験衛星 9号機に搭載され，軌道上実証試験に供するこ
とを予定している．
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図 2 ディジタルチャネライザの研究開発の概要
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図 4 光衛星通信の研究開発の概要

図 3 DBFの研究開発における各課題のイメージ図



4.3 光衛星通信
レーザ光を用いた光衛星通信は，人工衛星に搭載する

機器の小型軽量化，高速化，低消費電力化が容易という
メリットがあり，衛星と地上の基地局との間の 1対 1の
通信に向いているシステムと言える．
図 4に光衛星通信の研究開発の概要を示す．現在開発

中の技術試験衛星 9号機では，衛星→地上，地上→衛星
の双方向で速度 10 Gbit/s での世界最高レベルの光
フィーダリンク回線の実証を目指している．技術試験衛
星 9 号機に搭載する光通信システムのことを HICALI
（High Speed Communication with Advanced Laser
Instrument）と呼んでいる．HICALI では，波長が
1.5 µm の近赤外域のレーザ光を用いる予定である．こ
の波長は，地上での光通信ネットワークで幅広く用いら
れているため，地上で利用されている高速のデバイスな
どを宇宙光通信に適用することが考えられる．ただし，
地上用として開発されたデバイスを宇宙空間で使うため
には，宇宙放射線などの影響で壊れないことが必要であ
るため，情報通信研究機構の高度通信・放送研究開発委
託研究を通して，環境耐性や信頼性を確保するためのス
クリーニングプロセスの確立を目指している．
HICALI を用いた静止軌道から地上間の光通信実験で
は，①軌道上における光通信デバイスの動作確認，②伝
送速度 10 Gbit/s の高速光通信機能の確認，③レーザ光
の伝搬データの取得，④気象条件に応じたサイトダイ
バーシチ(用語)実験，⑤補償光学(用語)を含む光地上局にお
ける新技術の検証，を計画している．

5．ま と め

HTS の現状と次世代HTS の通信における技術課題を
整理し，技術試験衛星 9号機の通信ミッションによる宇
宙実証に向けた研究開発の取組みを報告した．今後も引
き続き，2021 年度打上げ予定の技術試験衛星 9 号機で
の宇宙実証に向けて研究開発と機器開発を進めていく予
定である．
謝辞 本研究の一部は総務省委託研究「ニーズに合わ

せて通信容量や利用地域を柔軟に変更可能なハイスルー
プット衛星通信システム技術の研究開発」及び「Ka 帯
広帯域デジタルビームフォーミング機能による周波数利
用高効率化技術の研究開発」で実施している．関係各位
に深謝する．
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士（情報科学）．
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平 8 東工大大学院理工学研究科応用物理学
了．同年海上保安庁水路部海洋研究室所属．平
12 郵政省通信総合研究所（現情報通信研究機
構）入所．人工衛星の軌道決定及び，衛星光通
信の研究開発に従事．現在，ワイヤレスネット
ワーク総合研究センター研究マネージャー．理
博．
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昭 61 早大・理工・機械卒．同年三菱電機株
式会社入社．以来，アンテナ／望遠鏡制御シス
テム，地球観測システム，衛星搭載通信システ
ムの開発に従事．現在，同社宇宙システム事業
部宇宙システム開発センター担当部長．IEEE
会員．
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